
費（実績額）①　（千円） 2,851 2,840 2,829

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,851 2,840 2,829

人件費（理論値）②　（千円） 2,054 1,837 1,873

トータルコスト①＋②　（千円） 4,905 4,677 4,702

単位当たりコスト　（円） 119,634 126,405 127,081

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務フローについては、効率化を図るための工夫はおこなっており、改善の余地は すでにコストは最小限に抑えられているため、現状を維
ない。制度改正については、選挙管理委員会については法令の定めに応じた制度で 持し、事務を執行した。
あり、また東京都市選挙管理委員会連合会については全構成市に依拠するものであ 委員会については、法改正のない限り現状を維持する。
るため、改正の余地がない。 法改正があった場合は、迅速かつ的確に対応を図る。

東京都市選挙管理委員会連合会については、各市選挙管
理委員会等との連携をより強固なものとし、選挙に関す
る法規の調査研究、知識見聞を深め選挙の管理執行に生
かしていく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
委員会としての業務につい

　

ては、委員会が法令等

令

の定めに応じたもので
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都市選挙管理委員会に
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事

ることができない。一

業

方で事務的な改善は
常

評

に図りながら、コスト

価

を最小限に抑え事務執

表

行している。

(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 930101 選挙管理委員会運営事業
継続

政　策　名 10 個別施策

施　策　名 93 公正な選挙の執行

基本事業名 01 公正な選挙の執行

所管課係名 選挙管理委員会事務局 所管課長名 岩澤　純二

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 公職選挙法第19条(委員会開催、名簿調整)、検察審査会法第10条(検察審査員候補者選定)

裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第21条(裁判員候補予定者選定)

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

選挙管理委員、選挙人名簿登録者、選管事務局職員
対象

事業内容 ①委員会を開催し、（定時（６・９・１２・３月）、定例会（毎月）、選挙時）選挙人名簿等の調製及び検察審

・ 査員候補者の選定等　②東京都市選挙管理委員会連合会の定期総会、委員長会、局長会等会議及び委員・職員研

活動手段 修への参加ブロック及び各市との連絡調整、情報交換等

目的 ①選挙等に関する事案が適正に議決され、公正な選挙等を執行する。

・ ②東京都市選挙管理委員会連合会を構成する各市選挙管理委員会との連携を図り、選挙に関する法規の調査研究

意図 、情報の収集交換等を通し、選挙の管理執行に資する。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 委員会・会議・研修等の開催数及び参加数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

41 37 37

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業



2年度

事業費（実績額）①　（千円） 616 299 275

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 616 299 275

人件費（理論値）②　（千円） 1,901 1,720 1,754

トータルコスト①＋②　（千円） 2,517 2,019 2,029

単位当たりコスト　（円） 9,322 11,343 8,525

目標達成率　（％） － 96 110

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務フローの改善及び制度改正の余地について、既に一定程度行ってきている。ま すでにコストは最小限に抑えられているため、現状を維
た東京都市明るい選挙推進協議会連合会は、全構成に依拠するものであることから 持し、事務を執行した。
、改善・改正する余地がない。 有権者の政治・選挙への意識を高め、選挙違反のない明

るい正しい選挙への実現、投票総参加を目指す。　

効率性 ５ 達成度 ４

説明
東京都市明るい選挙推進協議会連合会については、一参画団体で

　

あることから当市
だけ

令

で運営等を変えること

和

はできない。一方で事

3

務的な改善の意識を図

年

りながら、
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度

ストを抑えて事務執行

事

している。

務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 930102 明るい選挙啓発事業
継続

政　策　名 10 個別施策

施　策　名 93 公正な選挙の執行

基本事業名 01 公正な選挙の執行

所管課係名 選挙管理委員会事務局 所管課長名 岩澤　純二

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 公職選挙法第６条第１項（選挙に関する啓発、周知等）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

①有権者（将来の有権者となる児童・生徒、転入者など登録要件に満たない市民も含む）
対象

②明るい選挙推進協議会委員（話しあい指導員・明るい選挙推進委員）

事業内容 ①明るい選挙推進を内容とした選挙啓発ポスターを小中学生から募集し展示会を開催、社会を明るくする運動市

・ 民の集いへの参加、協議会委員・推進委員による管外研修・研修会の実施　②東京都市明るい選挙推進協議会連

活動手段 合会の定期総会・会長会議・ブロック会議等への出席、推進委員研修会・東京都明るい選挙推進大会等への参加

目的 ①有権者の政治・選挙への意識を高め、選挙違反のない明るい正しい選挙の実現、投票総参加を目指す。

・ ②選挙の明朗化を推進する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 啓発できた人数（明るい選挙啓発ポスターコンクール応募者数） 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

270 178 238

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 平均投票率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 50

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 50 50

実績値 未実施 48 55

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和



務を 法律に基づく事務の執行のため、事業内容について法令
正確・迅速に進める方法を検討するなど、業務改善の余地がある。制度については を遵守し、現状を維持する。
、法律の定めに基づくものであり、改正の余地はない。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年度に東京都知事選挙を執行した。なお、都から交付される特定財源には、
人件費の経費についても含まれるため、一般財源がマイナスとなっている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 930103 東京都知事選挙執行事業
新規

政　策　名 10 個別施策

施　策　名 93 公正な選挙の執行

基本事業名 01 公正な選挙の執行

所管課係名 選挙管理委員会事務局 所管課長名 岩澤　純二

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等 公職選挙法第５条

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

選挙権を有する市民
対象

事業内容 期日前投票事務、不在者投票受付事務、郵便投票、投開票事務

・

活動手段

目的 選挙事務を正確・迅速に進め、選挙を適正に執行する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 選挙事務従事職員数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

未実施 未実施 244

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 36,185

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 43,635

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 △7,450

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 9,833

トータルコスト①＋②　（千円） 0 0 46,018

単位当たりコスト　（円） － － 188,598

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある ■ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
業務フローについては、コロナ禍における最初に執行した選挙であり、選挙事


